令和４年度伊奈町当初予算の概況
一般会計予算規模（過去最大）
　１２７億１，０００万円
　　（対前年比５億１，９００万円、４．３％の増）
未だ新型コロナウイルス感染症の収束の兆しは見えず、先行きは不透明ですが、令和４年度も、社会変化を敏感に感じ取り、知恵と工夫を凝らしながら、町民の皆様が安心を実感できるよう、スピードをもって町政運営に努めてまいります。
また、町では、多様化する行政課題に迅速に対応するため、４月から下記のとおり、町の組織を変更します。
なお、一般会計と４つの特別会計をあわせた予算総額は、１９６億９，４０９万３千円、対前年比３億６，１１２万７千円、１．９％の増となっています。
記

１　ＤＸ推進・新庁舎整備室：新設
行政事務におけるＤＸ（デジタル・トランスフォーメーション）を積極的に取り入れ、新庁舎の整備に係る横断的な調整を一体的に担当する「ＤＸ推進・新庁舎整備室」を新設します。
・ＤＸ推進事業（新規）　　　　　　　　　　　　　　　　１７，６２４千円
　国において、昨年９月にデジタル庁が新設されたことに伴い、町においても行政事務におけるＤＸ（ＲＰＡ、ＡＩ－ＯＣＲ、業務アプリ作成ツール等の活用）を積極的に取り入れるとともに、町のＤＸ推進計画を策定する。
　　・役場庁舎整備事業（継続：ＤＸ推進・新庁舎整備室）　１３７，０１８千円
　　　　　令和３年度に策定した「新庁舎整備基本構想・基本計画」に基づき、新庁舎に求める機能等の与条件を整理し、建物の配置や構造、各階の基本的なレイアウトなどを定める設計を実施する。
　　　２　社会福祉課、いきいき長寿課：福祉課を分割
　 　 生活困窮者、障がい者等の相談が、多様化・複雑化、さらに、７５歳以上の高齢者の増加が急速に進む中、いつまでも住み慣れた地域で生活できる支援体制を整えるため、社会福祉と障害者福祉を所管する「社会福祉課」と、高齢者福祉と介護保険を所管する「いきいき長寿課」を新設します。
・障害者自立支援サービス支給事業（継続：社会福祉課）６１１，４００千円
　日常生活での支援又は就労に向けての支援が必要な障がい者等が、障害者総合支援法に基づく障害福祉サービスを利用した際の給付費を支給する。
・障害児通所支援事業（継続：社会福祉課）　　　　　　２７１，５８８千円
　障がい児等の通所系サービスを提供し、障がい児等への早期療育と放課後における日常生活に必要な訓練を行う。
・いきいき長寿パスポート事業（新規：いきいき長寿課）　　１，０００千円
　　　　希望する高齢者（６５歳以上）に、「いきいき長寿パスポ－ト」を交付することにより様々な特典が受けられ、高齢者に積極的な外出を促し、健康長寿へ繋げる。
　　　
・シニアスマホ教室実施事業（新規：いきいき長寿課）　　　　　５００千円
　　　　高齢者（６５歳以上）を対象にした「シニアスマホ教室」を開催し、高齢者の社会進出や指先を動かすことなどで認知症対策へ寄与する。
　　３　生活安全課：再編
　　　様々な災害等に備え、災害に強いまちづくりを一層推進するため、「危機管理担当」を「災害に強いまちづくり係」に名称を変更します。
　　　また、多文化共生の取組や国際交流事業をより推進するため、「自治推進係」から「国際化推進担当」を分割し、国際化に関する業務を担います。
　　・国土強靭化地域計画等策定事業（継続）　　　　　　　　　７，７５０千円
　　　　県の地域防災計画見直しに併せ、町の防災計画や関連するマニュアル、防災マップ等を改訂し、災害時に対応する。
　　　
・国際交流事業（継続）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６００千円

　　　　ボランティアによる日本語教室の設立や、外国人との交流の場の設置など外国人及び国際交流に対する支援を実施する。
＜主な事業＞
〇「新型コロナウイルス感染症対策」関連事業　　　　　　　　１３８，６７４千円
　・ワクチン接種推進事業（継続：健康増進課）　　　　　　　１２５，６４９千円　　　　　　　　　　　　　　
　　新型コロナウイルスワクチンの初回接種（１回目・２回目）及び追加接種（３回目）、５歳から１１歳の初回接種を実施する。
・新型コロナウイルス感染症対策事業（１７事業：継続）　　　１３，０２５千円

　　公共施設等における感染防止のため、消毒液、備品等を購入する。
　・新型コロナウイルス感染症対策事業（追加予定）　　　　　　　　
　　※国の令和３年度第１号補正予算に係る新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業については、令和４年３月議会最終日に補正予算を追加する予定。

〇「ＤＸ（デジタル・トランスフォーメーション）推進」関連事業１７，６２４千円
　　・ＤＸ推進事業（再掲：ＤＸ推進・新庁舎整備室）　　　　　　１７，６２４千円
　　　国において、昨年９月にデジタル庁が新設されたことに伴い、町においても行政事務におけるＤＸ（ＲＰＡ、ＡＩ－ＯＣＲ、業務アプリ作成ツール等の活用）を積極的に取り入れるとともに、町のＤＸ推進計画を策定する。
〇「脱炭素（カーボンニュートラル）促進」関連事業　　　　　　１３，０１９千円
　・脱炭素促進事業（新規：環境対策課）　　　　　　　　　　　　９，８５６千円
　　２０５０年脱炭素社会実現に向け、行政のみならず町民、事業者を含めた町全体での各種取り組みを実施していくための行動指針を策定する。
・公用車購入事業（継続：総務課）　　　　　　　　　　　　　２，８６３千円
　　環境問題に配慮し、かつ、災害時に移動可能なバックアップ電源としての役割を果たす電気自動車を購入する。
　・省エネ対策推進事業(拡充：環境対策課)　　　　　　　　　　　　　３００千円
　　環境への負荷の少ないクリーンエネルギーの普及促進を図るため、住宅用省エネ設備（ＨＥＭＳ、蓄電池、エネファーム、グリーンカーテン、高断熱窓）に係る設置費奨励金を拡充する。
〇「いきいき長寿・健康」関連事業　　　　　　　　　　　　　　　２，５２４千円
　・いきいき長寿パスポート事業（再掲：いきいき長寿課）　　　　１，０００千円
　　希望する高齢者（６５歳以上）に、「いきいき長寿パスポ－ト」を交付することにより様々な特典が受けられ、高齢者に積極的な外出を促し、健康長寿へ繋げる。
　・シニアスマホ教室実施事業（再掲：いきいき長寿課）　　　　　　　５００千円
　　高齢者（６５歳以上）を対象にした「シニアスマホ教室」を開催し、高齢者の社会進出や指先を動かすことなどで認知症対策へ寄与する。
・帯状疱疹予防接種実施事業（新規：健康増進課）　　　　　　　１，０２４千円
　５０歳以上の帯状疱疹ワクチン接種者に対し、接種費用の一部を助成し、疾病の重症化予防及び費用負担の軽減を図る。
〇「災害に強いまちづくり」関連事業　　　　　　　　　　　　２５５，６３９千円
・役場庁舎整備事業（再掲：ＤＸ推進・新庁舎整備室）　　　１３７，０１８千円
　令和３年度に策定した「新庁舎整備基本構想・基本計画」に基づき、新庁舎に求める機能等の与条件を整理し、建物の配置や構造、各階の基本的なレイアウトなどを定める設計を実施する。
・調整池事業（拡充：土木課）　　　　　　　　　　　　　　　４４，８８０千円
　治水機能の向上を図るため、緊急自然災害防止対策事業債を活用し、調整池排水機場のポンプや制御盤等の設備の交換・工事等を実施する。
・排水路総務事務費（拡充：土木課）　　　　　　　　　　　　４１，１７２千円
　排水機能の向上を図るため、緊急自然災害防止対策事業債を活用し、光ヶ丘排水機場の改修工事を実施する。

・緊急浚渫推進事業（継続：土木課）　　　　　　　　　　　　２１，９５６千円
　大雨による水害被害の軽減解消を図るため、緊急浚渫事業債を活用し、調整池や排水路の堆積土砂等の浚渫工事を実施する。
・公用車購入事業（再掲：総務課）　　　　　　　　　　　　　　２，８６３千円
　　災害時に移動可能なバックアップ電源としての役割を果たし、かつ、環境問題に配慮した電気自動車を購入する。
・国土強靭化地域計画等策定事業（継続：生活安全課）　　　　　７，７５０千円
　県の地域防災計画見直しに併せ、町の防災計画や関連するマニュアル、防災マップ等を改訂し、災害時に対応する。
　〇「子ども・子育て支援」関連事業 　 　　　　　　　　　　　　　１，７９８千円
・子ども家庭総合支援拠点設置事業（新規：子育て支援課）　　　１，７９８千円
　子どもとその家族及び妊産婦等を対象に、実情の把握、情報の提供、相談、関係機関との連絡調整その他の必要な支援を行う拠点の設置を行う。
〇「産業振興のまちづくり」関連事業　　　　　　　　　　　　　６５，６７５千円　　　　
・用排水路維持管理・整備事業（継続：アグリ推進課）　　　　６２，７５０千円

　　　農業用水綾瀬川伏越し管の老朽化に伴い、小貝戸用水伏越し改修工事等を行う。

・土地改良事務費（継続：アグリ推進課）　　　　　　　　　　　２，９２５千円

　　　農地利用の最適化及び生産性の向上を図るため、農地中間管理事業によるほ場の集積、集約等を行うとともに、区画拡大工事に要する町負担分。　

　　　　
〇「教育環境充実のまちづくり」関連事業　　　　　　 　　　 　１６，０１２千円
・学校ＩＣＴ環境整備事業（新規：学校教育課）　　　　　　　　５，４７０千円
　効果的な指導方法や技能の向上を図り、学習効果を高めていくため、ＩＣＴ支援員を配置する。
・英語検定促進事業（拡充：学校教育課）　　　　　　　　　　　　　９１２千円
　高校や大学での入試優遇等、社会のさまざまな場面で広く認められている英語検定について、対象受検者を町立の中学１年生まで拡大して公費で補助を行う。

・教育センター運営事業（継続：学校教育課）　　　　　　　　　９，６３０千円
　教育相談、スクールカウンセラー（新たに１名配置）による相談、個別学習指導、小学校への指導員派遣、夏季休業中等の学力向上のための学習指導、学校の教育活動への支援等を行う。
　
　〇「広域連携のまちづくり」関連事業　　　　　　　　　　　　　２９，１３８千円
　　・上尾伊奈斎場つつじ苑管理運営事業（拡充：環境対策課）　　２４，２０６千円
　　　斎場の管理運営及び施設の老朽化に伴う建屋修繕防水工事等に係る伊奈町の負担分。
・街路整備事業（継続：土木課）　　　　　　　　　　　　　　　２，３４３千円
　　　交通アクセスの強化、地域経済の活性化等を図るため、都市計画道路「上尾伊奈線（現道部分）」の現況調査測量を実施する。
　　・広域ごみ処理施設整備事業（継続：環境対策課）　　　　　　　２，５８９千円
　　　クリーンセンター老朽化に伴い、上尾市と新たなごみ処理施設建設のため、広　域連携を図る。

　　　
〇「国際化対応のまちづくり」関連事業　　　　　　　　　　　　　　　６００千円
　・国際交流事業（継続：生活安全課）　　　　　　　　　　　　　　　６００千円

　　ボランティアによる日本語教室の設立や、外国人との交流の場の設置など外国人及び国際交流に対する支援を実施する。
〇「今、伊奈がおもしろい！」関連事業　　 　　　　　　　　　 ９３，５９１千円
・賑わい創出基礎調査事業（新規：企画課）　　　　　　　　　　２，９８８千円
　原市沼調節池周辺及び伊奈氏屋敷跡周辺エリアにおいて、今後、町が目指す取り組みの方向性を検討・整理するために基礎調査を実施する。
・記念公園整備事業（継続：都市計画課）　　　　　　　　　　８１，８９２千円
　公園用地買収及びイベント広場整備工事を行い、公園施設の充実を図る。
・忠次公によるまちづくり事業（継続：元気まちづくり課）　　　３，２２６千円
　町名の由来となった伊奈備前守忠次公を顕彰するため、月刊誌に特集を組み、忠次公を町内外へ広くＰＲする。
・忠次公による情報発信事業（継続：生涯学習課）　　　　　　　２，０８５千円
　　　伊奈氏ゆかりの地である川口市、茨城県つくばみらい市と伊奈備前守忠次公と伊奈氏に係るパネルディスカッション及び企画展を実施する。
・町史編集事務費（継続：生涯学習課）　　　　　　　　　　　　３，４００千円
　１９７０年代からの町域の変化をまとめるとともに、文化財の調査成果から伊奈町の歴史を振り返る「伊奈町史通史編Ⅲ」を刊行する。
　〇その他事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２６６，１１８千円
・総合振興計画策定事業（新規：企画課）　　　　　　　　　　　２，６１０千円
今後、町が目指すべきまちづくりの方向性を明確にし、計画的に各種施策を進めるため、令和４年度から６年度の３か年で基本構想・前期基本計画の策定をする。
　　・基幹的設備改良事業（新規：クリーンセンター）　　　　　　８８，０５５千円
　　上尾市・伊奈町の広域ごみ処理施設が稼働開始するまでの間、クリーンセンターを延命化するため、焼却炉等基幹的設備について、改良工事を行う。
・ごみ処理基本計画策定事業（新規：環境対策課）　　　　　　　２，６４０千円
　令和３年度に上尾・伊奈広域ごみ処理基本計画が策定されることに伴い、広域ごみ処理に関する事項やごみ発生量等の見直しを行う。
・空き家対策事業（新規：都市計画課）　　　　　　　　　　　　　　９５０千円
　　　空家等対策の推進に関する特別措置法第6条に基づく空家等対策計画を策定する
ため、計画材料となる実態調査を実施する。

　　・町道改修事業（継続：土木課）　　　　　　　　　　　　　１７１，８６３千円　　　

　　車両及び歩行者の円滑な通行及び安全確保等を図るため、町道の舗装、側溝等の
損傷箇所を修繕及び通学路の安全対策を実施する。
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